
資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値（R6）

○ブランド化と高付加価値化の推進

○安定した農林水産基盤の確立と新技術の導入

○中心市街地と網走川周辺のにぎわい創出

○地場産品の販路拡大に向けた支援

○網走港の活用

○再生可能エネルギー・新エネルギーの利用促進

○省エネルギーの普及

○企業誘致の促進

2,000人

5社

39万ｔ/年 43万ｔ/年

617人

4社

44万t/年

基本目標１　地域づくりを担う組織との協働による、誰もが安心して働くための産業振興と雇用の場の創出 市内事業所の従業員数 15,757人 16,000人

　地域づくりを担う組織な
どとの連携とスマート農林
漁業など新技術の活用によ
り、網走の強みである一次
産業の振興策に積極的・継
続的に取り組むとともに、
多様で付加価値を高める産
業の創出を促進することに
より、社会経済環境の変化
にも耐え得る社会基盤の構
築を図ります。

　機能性に着目した農産品の付加価値を高める取り組みや関係機関と農商工連携を推進するとと
もに、地場産品や地産地消など食に関するイベントの開催や商品開発の支援により、安全・安心
な農水産物を広くＰＲし、地場産品の利用促進・消費拡大を図ります。

基本方針

485ha

0 産地化

607ha

1,006人

オホーツク産機能性も
ち麦の国内消費拡大

令和3年経済セン
サス‐活動調査
（R3.6.1基準日）

102t/年

24.66ha

562ha

965人

【1-1】地域産業の更なる競争力強化の取り組み

講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

0基

92人

KPI

新規作物（もち麦）の
産地化

豆類の作物の作付面積

中心市街地歩行者数
（平日）

中心市街地歩行者数
（休日）

4基 5年間で2基

　東京農業大学をはじめとする
関係機関等と連携して研究を進
め、網走市の一次産業における
高いポテンシャルを生かし、機
能性作物などを地域の生産体系
に取り入れ、地域イメージの変
革、地域ブランディング、環境
保全などの事業の推進、食関連
産業や観光関連産業の創出に取
り組み、雇用機会の創出を図り
ます。
　また、ＩＣＴなどスマート農
林漁業をはじめとする新技術を
活用し、更なる競争力の強化を
図り、持続可能で強い農業・林
業・水産業の基盤形成を図ると
ともに、中心市街地と網走川周
辺におけるにぎわいを創出しま
す。

　再生可能エネルギー・新エネルギーの利用拡大を図るため、各種発電事業等に取り組む事業者
を支援します。

4社

905人

3,000人

　優良農地の確保や新規作物の導入による輪作体系の確立と、つくり育てる漁業や資源管理型漁
業を推進し、安定した生産基盤の形成を図るとともに、スマート農林漁業の推進により、競争力
のより一層の強化を図ります。
　また、安定した生産を確保するため、重要病害虫対策、家畜伝染病などに対する防疫体制の強
化と鳥獣被害防止対策に取り組むとともに、試験研究機関と連携し将来にわたって持続可能な経
営ができるよう、効率化や環境にも配慮した取り組みを推進します。
　さらに、人工林資源の保続のため、森林環境整備を進めます。

　恵まれた自然環境を生かし、
太陽光やバイオマスなどの再生
可能エネルギーや新エネルギー
を活用した関連産業の誘致・振
興を図るとともに、省エネル
ギーや新エネルギーの普及を促
進し、環境負荷の軽減を図り低
炭素型社会の形成を目指しま
す。
　また、網走の強みである一次
産品を活用する食品関係企業
や、IT関連企業などの誘致に取
り組み、地場産業の活性化及び
雇用の増大を図ります。

　災害が少なく、一次産品の生産拠点である地域特性を生かし、食品、IT、エネルギー、物流な
どの関連企業の誘致に取り組みます。

　活気と魅力ある商業地域の形成を図るため、「まちなか」に市民、観光客が集うイベントの開
催、回遊ルートの設定、空き地・空き店舗の活用、情報発信の拠点づくりの推進などにより、中
心市街地のにぎわいを創出します。
　また、道の駅周辺地区をはじめとする、網走川沿いに散策路を整備するなど、水辺に親しめる
環境整備を推進します。

92人

0件

0件

5年間で480人

5年間で480人

「COOL CHOICE」賛同
者数

2件

　「COOL CHOICE」や「エコドライブ」などの省エネルギー、省資源につながる取り組みの普及
促進を図ります。
  また、住環境の省エネルギー化の促進により、環境への負荷軽減を図ります。

【1-3】地域特性を活用した新エネルギーの利用や企業誘致の促進

【1-2】国内外への販路拡大

　地場農水産物の国内外の販売促進を図るための取り組みを推進するとともに、水産加工場の衛
生対策や海域モニタリング等の支援を行い、HACCP認定施設保有企業数の増加などを目指しま
す。
　さらに大消費地などにおける販路拡大・消費拡大に向け首都圏飲食企業などと連携して取り組
むとともに、商談会への出展に対する支援、「ふるさと納税」制度の活用などを推進します。

　網走港の港湾機能や環境を充実強化し、輸出入貨物の拡大に取り組む事業者を支援します。
　また、特殊な状況下にある北方領土をめぐる状況が変化した際には、オホーツクの海の玄関口
としての網走港活用について、基本的な方向を示します。

1,000t/年

対EU輸出水産食品取扱
認定施設保有企業数

網走港からの移・輸出
入貨物取扱量

大規模発電施設数

0t/年

5年間で2件

「網走市エコドライブ
宣言」賛同者数

120人

120人

　地場農水産物の国内外の販売
促進を図る取り組みを推進しま
す。
　また、市場における、販売力
の向上を図ることにより、地域
産業の一層の強化を促します。

【1】産業振興策の構築

企業誘致件数

雇用数 14人 5年間で6人
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資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値（R6）

基本目標１　地域づくりを担う組織との協働による、誰もが安心して働くための産業振興と雇用の場の創出 市内事業所の従業員数 15,757人 16,000人

基本方針

令和3年経済セン
サス‐活動調査
（R3.6.1基準日）

講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）
KPI

○若者の就労促進

○女性・高齢者の就労促進

○障がい者の就労促進

○ものづくり・起業化の推進

○U・I・Jターンの推進

0人

40社 50社

　誰もが安心して働ける雇
用の場の創出を促進し、さ
らには企業支援などの多様
な就労環境の創出により、
幅広い年齢層の市民の経済
活動参加を促進します。

　若者・女性・高齢者など幅広
い層の就労支援を行うととも
に、多様性のある産業創出を目
指し、起業化・創業等について
支援します。
　また、就労人口の増加を図る
ため、網走へのU・I・Jターン
を推進します。

【2】多様な就労環境の創出

　地域の社会インフラの維持に必要となる、技能者、運転手などの人材育成をはじめ、誰もが働
きやすい職場環境づくりの促進により、地域が若者を育てる気運を醸成し、若者の地元定着を図
ります。

　女性、高齢者などが希望通り活躍できるよう、就労意欲の喚起、掘り起しに取り組むととも
に、誰もが働きやすい職場の環境づくりを促進します。

　障がい者就労を受け入れている企業などとのネットワークの構築や地場産業との連携により、
障がい者の就労支援を促進します。
  また、網走刑務所と連携し、一般就労が難しい人も活躍できるソーシャルビジネスを推進しま
す。

　起業化、事業化など研究段階のスタートから、製品の開発・改善、出店、販路拡大まで、もの
づくりに対する支援を、東京農業大学、商工会議所、金融機関など関係機関と連携しながら総合
的かつ一体的に推進します。

　U・I・Jターンを推進するため、商工会議所、求人事業者など関係機関との連携を図りなが
ら、相談窓口を開設し、網走の自然環境など優れた地域特性や、企業情報、空き家情報、起業化
支援策などの情報発信に努めます。

市と会議所が支援した
起業・創業数

【2-1】就労機会の拡充

定住する地域おこし協
力隊員数

5人

未実施
（隔年調査）

60%

7%

6社

0人

57%

8%

障害者手帳所有者中の
就労者数の割合

61.43% 65.00%50.00%
高校卒業就職者市内就
職率

女性が働きやすいと感
じる割合

障がい者受入企業の割
合

27.42％
（H31）

35.00%

52%

7%
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資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値
（R6）

【1】交流・関係人口の拡大

○観光資源の磨き上げと開発による魅力向上

○滞在コンテンツの創出と効率的な情報発信による環境整備

○観光地域づくりを推進する組織体制整備

○「"おいしいまち"網走」のPR

○スポーツ・芸術文化を切り口とした交流・関係人口の拡大

○スポーツツーリズム・アドベンチャーツーリズムの推進

【1-2】スポーツ・芸術文化を切り口とした交流・関係人口の拡大

　網走の自然・気候・食を生か
し、マラソン、サイクリング等
のスポーツ・ツーリズムを拡大
します。
また、ラグビーや陸上などの合
宿地としての全国的な評価を活
用し、さらなる誘致拡大を目指
すとともに、イベント、大会へ
の支援の充実や施設の環境整備
を進めます。
　さらに、スポーツや芸術文化
等の合宿やイベント、大会・会
議の誘致、創出を推進し、交
流・関係人口の拡大を図りま
す。

　ラグビーや陸上、障がい者スポーツ、芸術文化などの合宿誘致のほか、近隣自治体や関係団体
との連携を深め、スポーツ大会や会議等の誘致に取り組みます。
　また、東京オリンピック・パラリンピック「ホストタウン構想事業」に登録した海外アリート
の合宿時に、市民との交流を図ります。

東京オリパラホストタ
ウン合宿参加人数

交流事業開催回数

5人

0回

10人

483人/年
7人/年

0人

　スポーツイベントの開催などにより、地域交流の活性化、市民の健康増進やホスピタリティの
向上・育成を図ります。
　また、オホーツク網走マラソンや新たなサイクルイベントなどを活用したプロモーションを実
施するほか、多種多様な観光資源をスポーツを通じて発信し、体験してもらうことで網走の観光
ブランド価値を向上させます。
　さらに、アドベンチャーツーリズムのフィールドとしての認知度向上を図り、カヤックなど地
域特性を活かした新たなコンテンツの商品化を目指します。

0回

1億8954万円/年7億858万円/年 8億円/年

観光入込客数
（再掲）

観光入込客数
（再掲）

1回
※R3まで

合宿及びスポーツ・
ツーリズムによる
経済波及効果

合宿参加人数　スポーツ
　　　　　　　芸術文化

1828人/年
100人/年

2000人/年
300人/年

観光宿泊客数 35万4千人/年 46万人/年24万8千人/年

観光入込客数 147万人/年 199万人/年

観光入込客数

KPI

147万人/年 199万人/年

89万人/年

89万人/年

　自然や歴史、文化などの地域の魅力を最大限に活かした新しいコンテンツの開発を行い、観光
消費額の拡大を図ります。
　また、漁業、農業といった網走の基幹産業と連携しながら資源・魅力の発掘を継続的に行いま
す。

　地域性を活かした多様な魅力を存分に体感できる満足度の高い滞在コンテンツ整備を行うとと
もに、受入環境の整備や体験事業者の育成など、アドベンチャーツーリズムの受け入れ拡大を図
ります。
　また、魅力的なコンテンツを、SNS等の活用による情報の拡散を図るとともに、道の駅等の観
光拠点において魅力ある情報の発信強化を図ります。

　多様な関係者との連携により地域一体で魅力的な観光地づくりを推進するため、観光地域づく
り法人への支援を継続し、連携の強化を図ります。
　また、網走観光のリーダーとして活躍できる人材の育成を推進します。

基本目標２　観光や健康・スポーツなど、網走の地域特性を活かした交流・関係人口の拡大

　網走の自然・文化・歴
史・食などの豊かな地域資
源や地域特性を活かした、
体験型観光など魅力あるコ
ンテンツの開発や提供、情
報発信力を強化し、「“お
いしいまち”網走」の確立
と進化を図り、人々の印象
に残り、評価され、選ばれ
るまちを目指します。
　また、スポーツをはじめ
芸術文化など、様々な分野
での合宿や大会等の誘致に
係る取り組みを強化するほ
か、東京農業大学の有する
「学び」などの強みを活か
した取り組みを推進し、国
内外からの交流・関係人口
の拡大を図ります。

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

【1-1】「"おいしいまち"網走」の確立と進化

　自然・景観・食・園地・施設
やイベントなど、個々の観光素
材の発掘やブラッシュアップ、
一次産業との連携など新たな観
光コンテンツの開発を推進する
とともに、温かい「人とのふれ
あい」など、「旬」を活かしな
がら、全ての意味での「“おい
しいまち”網走」のブランド化
を推進し、関係人口の拡大を図
ります。

　寄附を頂いた方への特産品の提供や観光誘客、個人や事業者からなる「網走応援人／隊」の活
動により、「"おいしいまち"網走」をPRします。
　また、観光施設、自然、キャラクターなどを活用したPRを行うとともに、さらなる誘客促進を
図ります。
　さらに、みなとオアシスのエリア内にある施設を利活用した観光施策や、道内の港湾等と連携
した客船誘致を推進します。
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資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値
（R6）

観光入込客数

KPI

147万人/年 199万人/年89万人/年基本目標２　観光や健康・スポーツなど、網走の地域特性を活かした交流・関係人口の拡大

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

○関係機関との連携による関係人口の創出・拡大

○広域連携による国外観光プロモーションの展開

○観光客受入基盤強化

10万人/年

206人/年

577人/年

網走応援人登録者数

外国人宿泊客数

　観光客の受入基盤強化のため、経済団体などと連携して、飲食店、商業施設、二次交通等の
キャッシュレス化の推進を図るとともに、メニュー等の多言語化など各施設におけるホスピタリ
ティの向上を図る取り組みを推進します。
　また、外国人観光客への受入体制として案内サインの整備や多言語によるインフォメーション
機能の強化を図ります。

【1-4】マーケット視点に立った観光客の誘致拡大

　観光客の誘客促進のため、
テーマ性やストーリー性を持つ
広域観光周遊ルートの拠点地域
として、広域連携による誘客に
取り組むとともに、近隣エリア
とも連携し、エリア全体のポテ
ンシャルを活用しながら、観光
客の視点に立った魅力づくりや
プロモーション活動を展開する
ほか、空港・高規格道路・鉄
道・港湾を利活用する観光施策
を推進します。

　東京農業大学と連携し、首都圏で大学の「知」と網走の「食」を活かしたオープンカレッジを
開催するなど、関係機関との連携により、網走に継続的な関わりを持つ「網走ファン」の創出・
拡大を図ります。

【1-3】多様な機関との連携による関係人口の拡大

　様々な機関と連携し、網走の
地域特性を活かした取り組みに
より、関係人口の拡大を図りま
す。

　女満別空港の民営化による環境の変化を観光振興の機会と捉え、道内他空港や空港運営会社と
連携し、チャーター便およびLCC就航などのプロモーションを実施するとともに、広域周遊観光
や拠点周遊観光の促進に向け、モデルルートの形成や商品造成に取り組みます。
　また、ひがし北海道エリアの自治体、地域連携DMO、女満別空港や道内他空港、石北本線・釧
網本線沿線地域、クルーズ船の寄港地などとの連携により、ターゲットの市場特性にマッチした
手法やツールなどを考慮した効果的なプロモーションに取り組み、外国人観光客の誘客促進を図
ります。

観光入込客数
（再掲）

179人/年

4万2千人/年

300人/年
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資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値
（R6）

○出会いの場の創出

○地域と連携した周産期・小児医療提供体制の充実

○感染症予防対策への取り組み

○妊娠期から子育て期の切れ目のない支援

○不妊症・不育症に対する支援

基本目標３　若い世代が健康で、希望に応じて結婚・出産・子育てができる環境づくり

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

合計特殊出生率 1.51 1.65

　周産期・小児医療を提供する地域センター病院の運営を支援するとともに、医療機関が行う医
療従事者確保の取り組みを支援します。
  また、相談体制の充実によりコンビニ受診を抑制することで、医療機関や医療従事者の負担軽
減を図ります。
 さらに、地域と連携し周産期医療体制の充実を図ります。

産科医療機関数
小児科医療機関数

2施設
3施設

5年後も
2施設
3施設
を堅持

68.9%
75.0%

(幼児～中学生
を対象とする)

1.26

　不妊症・不育症の治療にかかる経済的負担の軽減を図り、情報提供に努めます。

合計特殊出生率 1.51 1.65

　妊娠・出産・子育てまでの切れ目ない支援を通じて、子育て世帯の経済的・精神的負担の軽減
を図ります。
　また、幼児教育・保育サービスの充実や質の向上を図るとともに、地域における子育て支援の
取り組みやアプリを活用した情報発信など、子どもの成長段階に応じた健診・相談体制を充実さ
せ、継続的な支援体制を推進します。

子育てがしやすいと感
じる割合

63.3% 65.0%

【1-3】出産・子育ての負担の軽減

5年間で20組

【1-2】周産期・小児医療の確保

【1】結婚・妊娠・出産・子育てについての切れ目ない支援

　安心して結婚・妊娠・出
産・子育てができるような
環境の充実を図るととも
に、出産・子育てに係る経
済的・精神的負担の軽減を
図ります。

【1-1】結婚・出産の意識改革

　若い世代が自らの希望に添っ
て、結婚、出産、子育てができ
る環境整備を地域全体で推進し
ます。

　若い世代の出会いの場を創出するため、街コンや交流会などの開催を支援します。

街コンなどのイベント
におけるカップル成立
数

0組

　感染症の流行の発生及び重症化の防止のため、予防接種を推進します。

子どもインフルエンザ
予防接種率

　子育て世代の経済的・精神的
負担の軽減を図るため、健診、
相談、育児教室等を通じ地域全
体で出産・子育ての不安解消に
取り組みます。

　安心して、妊娠、出産、子育
てができるよう周産期・小児医
療提供体制の充実を図るととも
に、医療機関の疲弊解消を目指
します。

1.26

0組

2施設
4施設

73.8%

未実施
（5年毎のため）

KPI
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資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値
（R6）

基本目標３　若い世代が健康で、希望に応じて結婚・出産・子育てができる環境づくり

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

合計特殊出生率 1.51 1.651.26

KPI

○子育て世代への学習機会の提供

○子どもと子育てについての意識改革の推進

○ブランド化と高付加価値化の推進（再掲）

○若者の就労促進（再掲）

○ものづくり・起業化の推進（再掲）

　地域の社会インフラの維持に必要となる、技能者、運転手などの人材育成をはじめ、誰もが働
きやすい職場環境づくりの促進により、地域が若者を育てる気運を醸成し、若者の地元定着を図
ります。

【3】若い世代が安心して働ける場の確保

　若い世代が自立し、安定
した生活を送ることができ
るよう雇用の場を創出しま
す。

【3-1】雇用の場の創出と就労支援

　若い世代の雇用の場の確保、
創出に向けた環境整備を進めま
す。

　機能性に着目した農産品の付加価値を高める取り組みや、関係機関と連携した農商工連携を推
進するとともに、地場産品や地産地消など食に関するイベントの開催や商品開発の支援により、
安全・安心な農水産物を広くＰＲし、地場産品の利用促進・消費拡大を図ります。

　起業化、事業化など研究段階のスタートから、製品の開発・改善、出店、販路拡大まで、もの
づくりに対する支援を東京農業大学、商工会議所、金融機関など関係機関と連携しながら、総合
的かつ一体的に推進します。

　育児休業、時短勤務などを推奨するとともに、ワーク・ライフバランスに取り組む企業を支援
します。

子育てがしやすいと感
じる割合（再掲）

【2】ワーク・ライフバランスの実現

　子育て世代が、家庭生活
と仕事を両立しながら健康
な家庭を築くため、事業者
やパートナー、地域全体の
意識の醸成を図り、ワー
ク・ライフバランスの実現
に向けた取り組みを推進し
ます。

【2-1】学習機会の提供と実践

　良好な子育てができる環境を
構築するため、父親の育児参加
や時短勤務など企業・労働者双
方の意識改革を図り、働きやす
い社会環境を目指します。

　男性の育児参加を啓発するイベントや、子育て環境に対する企業、労働者の意識向上に向けた
取り組みを推進します。

子育てがしやすいと感
じる割合（再掲）
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資料1

全国学力調査の全国平均正答率との差
・小学生
・中学生
全国体力調査の全国平均点との差
・小5男子
・小5女子
・中2男子
・中2女子

△2.7
△0.9

＋0.2
＋1.3
△0.8
△3.0

未実施
全国平均
以上

項目
基準値
（H30）

R2
目標値
（R6）

○地元に定着する人材の確保

○多様な組織との連携による地域課題への取り組み

○日本体育大学附属高等支援学校が行う特別支援教育への支援

○日本体育大学附属高等支援学校との連携による市民スポーツ活動の充実

○多様な知識・経験を有する人材の還流

○多様な組織との連携による地域課題への取り組み（再掲）

9人

0件

0人

0人
日体大連携スポーツ教室の参
加者数

定住する地域おこし協力隊員
数（再掲）

農大卒業生の市内就職者数

未来を考える戦略センター取
扱い事業件数

日本体育大学附属高等支援学
校卒業生の網走市内就職者数

5年間で30人
（累計）

5年間で5件

5年間で15人
（累計）

KPI

　東京農業大学や日本体育
大学と連携しながら地域の
教育力を強化し、豊かな人
材を創出するとともに、障
がい者スポーツへの理解を
深め、障がい者や高齢者に
とっての優しいまちづくり
と、スポーツ振興による市
民の健康増進を目指しま
す。

【1-1】東京農業大学との連携

　東京農業大学の有する調査・分析・研究などのIR機能を活かした、産学官金労の連携に
よる地域課題解決のための組織を構築し、人口減少社会における持続可能なまちづくりに
取り組みます。

【1】東京農業大学や日本体育大学との連携

50人

基本目標４　東京農業大学、日本体育大学などと連携し、地域を支える人材の育成・確保

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

6人

1件

1人

未実施

【2-2】人材の育成・確保

　大都市圏などから多様な
知識・経験を有する人材の
還流を図ります。
　また、東京農業大学、日
本体育大学等関係機関・団
体と連携し、地域課題の解
決と、これからの網走を担
う人材の育成に取り組みま
す。

　東京農業大学の有する調査・分析・研究などのIR機能を活かした、産学官金労の連携に
よる地域課題解決のための組織を構築し、人口減少社会における持続可能なまちづくりに
取り組みます。

　東京農業大学をはじめとす
る、産学官金労等の連携によ
り、地域課題解決のための組織
を構築し、人口減少社会におけ
る持続可能なまちづくりに取り
組むとともに、マネジメント・
マーケティングに優れた人材を
育成します。

【2】多様な人材の育成・確保

【2-1】大都市圏などからの人材確保

【1-2】日本体育大学との連携

　日本体育大学附属高等支援学
校の卒業生の地域定着に向けた
取り組みを支援します。
　また、日本体育大学附属高等
支援学校と地域のスポーツ団体
が連携し、イベント等を開催す
ることにより、市民のスポーツ
への意欲を高め、健康の増進を
図ります。

　東京農業大学をはじめとする
産学官金労の連携を深め、研究
活動の活性化、各関連産業への
研究成果の還元を促進すること
で、人口減少、人材減少下にお
ける積極的な地域経営を図りま
す。
　また、学生の活力を活かして
地域の教育力の強化を図り、地
域ネットワークを活用した学生
の就業先確保を支援します。

　日本体育大学附属高等支援学校の、スポーツ、労作、情操教育などの特性を活かした取
り組みに必要な支援をします。

　U・I・Jターンの働きかけや
地域おこし協力隊制度の活用な
どにより、大都市圏から多様な
知識・経験をもった人材の還流
を図ります。

　日本体育大学附属高等支援学校と地域のスポーツ団体との連携により、スポーツ指導や
イベントを開催し、市民のスポーツへの意欲を更に高め、生涯にわたる健康増進を図りま
す。

　東京農業大学卒業生の市内定着を促進するため、関係機関と連携し、東京農業大学生物
産業学部が行う学生確保対策を支援するとともに卒業生の市内就職を推進します。

　U・I・Jターンを推進するため、商工会議所、求人事業者など関係機関との連携を図り
ながら相談窓口を開設し、網走の自然環境など優れた地域特性や、企業情報、空き家情
報、起業化支援策などの情報発信に努めます。
　また、国の地域おこし協力隊制度の活用や、関係団体等との連携による関係人口の創
出・拡大を図ります。
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資料1

全国学力調査の全国平均正答率との差
・小学生
・中学生
全国体力調査の全国平均点との差
・小5男子
・小5女子
・中2男子
・中2女子

△2.7
△0.9

＋0.2
＋1.3
△0.8
△3.0

未実施
全国平均
以上

項目
基準値
（H30）

R2
目標値
（R6）

KPI

基本目標４　東京農業大学、日本体育大学などと連携し、地域を支える人材の育成・確保

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

○子どもの学力の向上や体力などの増進

○ICTを活用した授業の推進

○学びの環境作りと機会の創出

○網走の地域資源や歴史・文化を学ぶ機会の充実

○生涯スポーツの推進

2,800人

160人 250人

1,670人

84人

前年度比3％増

603人 900人

小61.3%
中62.4%

764人

△2.7
△0.9

＋0.2
＋1.3
△0.8
△3.0

全国平均以上

全国平均以上

未実施

いきいき健康体力づくり教
室・こどもスポーツチャレン
ジ・各種スポーツ教室の開催
（テニス・バドミントン・ス
ケート・スキー・スノーボー
ド）参加者数

小80.7%
中90.6%

2,628人

全国学力調査の全国平均正答率
との差
・小学生
・中学生
全国体力調査の全国平均点との
差
・小5男子
・小5女子
・中2男子
・中2女子

知識の定着や技能の習熟をねら
いとして、学習用ソフトウェア
などを活用して、繰り返し学習
する課題や児童生徒１人１人の
理解・習熟の程度に応じた課題
などに取り組ませることが「で
きる」教職員の比率
・小学校
・中学校

子供の学習の場の参加者数

市民対象講座の参加者数

　豊かな人間性を育てる教
育・文化のまちづくりを推
進し、高等教育機関と連携
した学習機会の提供と、市
民みずからの学習活動への
支援を推進するとともに、
市民が生涯の各期にわた
り、主体的・継続的にス
ポーツに親しむことができ
る生涯スポーツ社会の実現
を目指します。

【4-1】市民の学びの場の充実

　高等教育機関と連携し、誰で
も学びやすい学習環境の整備・
充実を図り、網走の特色ある地
域資源や歴史・文化について、
おとなや子どもたちがふれあい
ながらその価値を考え、将来の
まちづくりにつながるような学
習機会の提供に努めます。
　また、市民がそれぞれの体力
や年齢、技術、目的に応じてス
ポーツに取り組めるよう、ス
ポーツ教室や行事イベントの充
実に努めます。

　網走の恵まれた自然環境や産業特性などの地域資源、歴史や文化などのまちの魅力を再
発見し、伝えるための、学ぶ機会の充実を図ります。

　各種スポーツ教室やイベントを開催するとともに、スポーツ団体と連携し、指導体制の
充実を図ります。

　家庭と地域がともに学び、地域全体で子どもを育てていくための環境づくりや、こころ
とからだを豊かにするための学習環境を整備し、学校外で学習する多様な学習機会を創出
します。

　市が独自に臨時教員を雇用し、小中学校での習熟度別授業や少人数指導等により、学習
内容の定着を図ります。
　また、学校図書館司書を配置し、児童・生徒の読書習慣や読書環境の充実を図ります。
　さらに、クラブや部活動など文化・スポーツ活動の支援を継続します。

【3】子どもの学力・体力向上の推進

【4】社会教育の推進

　小中学校などにおける基礎学
力の向上及び体力などを増進す
る取り組みを推進するととも
に、ICTを活用した授業の推進
により、児童生徒の学力・体力
向上を図ります。
　また、市民と協働した多様な
学習の場を創出します。

　子どもたちの確かな学力
の育成をはじめ豊かな心と
たくましく生きるための健
康な体づくりを推進し、豊
かな人間性や社会性を培う
基礎を身につけ、みずから
学びみずから考える力など
を育成する教育の充実を図
ります。

【3-1】子どもの学習環境の充実

　小中学校でICTを活用した授業が実施できる環境整備を推進し、児童・生徒の確実な学
習内容の定着を図ります。
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資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値
（R6）

○インフラの戦略的な予防保全

○防災体制の強化

○持続可能な公共交通ネットワークの形成

○生活習慣病などの予防及びメンタルヘルス対策の推進

○休日・夜間の救急医療の確保

○開業医誘致に向けた取り組み

○高齢者や障がい者が暮らしやすいまちづくり

○介護予防に向けた取り組み

路線バスの利用者数

「どこバス」実証実験
の利用者総数

756,945人
（Ｒ7）

4,000人
（Ｒ4）

532,779人

959人

756,945人
（Ｈ31）

959人
（Ｒ2）

KPI

健康寿命　男性
　　　　　女性

79.19歳
84.11歳

79.50歳
84.39歳

下水道圧送管渠の二条化
完了率

79.29歳
84.63歳

80.0%

9%

25% 80%

20%

70.50%

国保特定健診受診率

介護支援ボランティア
ポイント事業活動登録
者数

0人

新規開業医療機関数 -

介護予防等事業参加率 26%/年

2施設2施設

460人

20.5%/年

導水管更新（耐震化）
完了率

橋梁補修　完了率

あばしり健康マイレー
ジポイント達成者数

72日

219人/年

休日救急体制の対応日
数

73日

165人/年

Ｒ3.11月回答

5年後も
73日

を堅持

25.1%/年 40.00％/年

60%

43%

　上下水道、道路、橋梁、河
川、港湾、廃棄物処理などイン
フラ施設について、計画的な点
検、維持補修の実施により長寿
命化を図るとともに、近年頻発
している集中豪雨、暴風雪対策
などの充実・強化を図り、災害
に強いまちづくりを推進しま
す。
また、持続可能な公共交通ネッ
トワークの形成を図ります。

　地域における自主的な介護予防活動を推進するため、介護支援ボランティアなど地域ボラン
ティアの育成・継続を支援します。
　また、高齢者や障がい者の生活の課題である、除雪や買い物などの支援に取り組むとともに、
手助けが必要な方が安心して社会参加できる環境を整備するため、サービス介助員の確保などを
推進します。

　健康増進に向けた取り組みを推進し、生活習慣病の予防や早期発見・重症化防止を図ります。
　さらに、健康習慣継続のため、あばしり健康マイレージの取り組みにより、生活習慣病の予防
や心身の健康に対する関心の向上を図ります。

　医師会や医療機関と連携し、医療従事者の確保をはじめ、休日の診療輪番体制を維持します。

　医療体制の充実のため、新たに診療所を開設する方に対し支援します。

　上下水道、道路、橋梁、河川、港湾、廃棄物処理など各施設の戦略的メンテナンスにより、施
設の安全確保と長寿命化を推進し、ライフサイクルコストの縮減を図ります。

 地震、風水害、津波、集中豪雨、暴風雪など自然災害に備え、公共施設等の環境整備や防災情
報発信体制の充実など公助による防災対策を進めます。
 また、自助・共助の意識を向上させるため、自主防災組織の組織率向上及び活動促進、防災訓
練・研修の実施など、災害に強い体制づくりを進めます。

基本目標５　誰もが活躍し、安心して暮らすことができる時代に合った共生型地域社会づくり

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

　各種計画に基づき、上下
水道、道路、橋梁、河川、
港湾、廃棄物処理、地域公
共交通など、市民の安全・
安心な居住空間・交通空間
の確保に努めるとともに、
住み慣れた地域で健康に暮
らし続けられる取り組みを
進めます。

　持続可能な公共交通の構築を目指し、マイレール・マイバス意識の醸成による地域住民の利用
促進や、地域特性である観光利用の促進に向けた、空港、駅、観光地・施設などをシームレスに
繋ぐ交通網や決済手段の導入、インバウンドも含めた観光客向けの商品開発や充実、ICTの活用
による経営の効率化など、様々な関係機関と連携を図りながら取り組みます。

【1-1】安全・安心なライフラインの構築

【1-2】健康寿命の延伸

　要支援・要介護状態への移行を予防するため、介護予防事業の充実を図るとともに、地域及び
各種団体との連携による介護予防への取り組みを推進します。

　WHO健康都市連合が提唱する
市民の「生活の質の向上」に向
け、生活習慣病の発症・重症化
予防、がんの発症予防や早期発
見を図るとともに、健康増進活
動を推進します。
　また、介護予防やいきがいづ
くりの推進などにより、高齢者
や障がい者が暮らしやすい環境
整備に努めます。
これらの取り組みにより、健康
寿命の延伸を実現します。

【1】誰もが安心して暮らせる基盤整備

自主防災組織の組織率

緊急告知
防災ラジオ普及率

70.50%

0%

49.40%

0%

55.97%

59% 70%

250人/年

35%/年

600人
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資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値
（R6）

KPI

健康寿命　男性
　　　　　女性

79.19歳
84.11歳

79.50歳
84.39歳

79.29歳
84.63歳

基本目標５　誰もが活躍し、安心して暮らすことができる時代に合った共生型地域社会づくり

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

○コンパクトシティの推進

○地域コミュニティ活動の推進

○公共施設などの計画的な管理

○空き家対策の推進

○住環境の改善

20戸 30戸

単位町内会の地区連合
町内会加入数

特定空き家解体費補助
件数

空き家バンクの新規登
録数

公共施設等の総面積の
縮小

319千㎡
（Ｈ28）
（公共施
設等総合
管理計画
による）

30年間で112千
㎡削減（公共施
設等総合管理計

画による）

140 148

高齢者向け優良賃貸住
宅建設数

20戸

空き家補助件数

141

311千㎡

1件

3件

17件12件 15件

5件 6件

0件 2件

省エネ住宅補助件数

子育て世帯補助件数

45件

24件

55件

30件

68件

41件

　網走市公共施設等総合管
理計画に基づき、公共施設
等の最適な配置を図るほ
か、住環境の変化に適切に
対応した、誰もが暮らしや
すい住環境づくりを推進し
ます。

【3-1】公共施設などのマネジメント強化

【3-2】住環境の提供

　公共施設などの現状、将来の
人口動態や財政状況を踏まえた
上で、公共施設の長寿命化、総
面積の縮小、多機能化及び複合
化を図るほか、イニシャル・ラ
ンニングコストを縮減し、併せ
て誰もが利用しやすい環境の整
備など公共施設等のマネジメン
トの推進及び強化を図ります。

　住環境の現状、将来の人口動
態を踏まえた上で、既存住宅の
有効活用や低炭素社会を推進す
るほか、住宅セイフティネット
の形成を図り、誰もが暮らしや
すい住環境づくりを推進しま
す。

　住宅のバリアフリー化や長寿命化への取り組みを支援するほか、省エネルギー化を図る住宅の
改修を推進します。
　また、高齢者や子育て世帯の希望に応じた住替えを推進します。

　公共施設等総合管理計画の見直しを行い、進行管理を行うことにより公共施設などの最適な配
置の実現を目指します。

　単位町内会の地区連合町内会への加入を促進し、地域住民自らが共助のもと地域活動が行える
よう地域力の向上を図ります。

　所有者、相続者等に空き家の適正管理を促すほか、利活用の推進により新たな空き家の発生を
抑制し、良好な生活環境の保全を図ります。
　また、空き家バンクへの登録、危険空き家等の解体、空き家のリフォームを推進します。

　自分たちが住む地域で、安
全・安心で心豊かに生活できる
よう、防災・防犯・交通安全・
消費者被害の防止など、住民自
らが地域の課題に取り組む助け
合いの活動（共助）の基盤づく
りへの支援を行い、地域力の向
上を促進します。

　立地適正化計画に基づき、コンパクトシティ・プラス・ネットワークの形成や公共施設の集約
化を図ります。また、高齢者が歩いて暮らせる利便性の高い「まちなか居住」への取り組みを推
進します。

【3】公共施設などのマネジメント強化と住環境づくりの推進

【2】小さな拠点づくりを結ぶコンパクトシティの推進

　人口減少・超高齢社会に
対応したコンパクトなまち
づくりの検討を進めるとと
もに、高齢者等の中心拠点
移住を促進し、歩いて暮ら
せるまちづくりの推進に努
めます。

【2-1】コンパクトシティの推進

　人口減少や超少子高齢社会な
どの社会経済情勢の変化等を踏
まえ、行政はもとより地域全体
の取り組みとしてコンパクトな
まちづくりを推進します。

【2-2】小さな拠点の強化
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資料1

項目
基準値
（H30）

実績値
R2

目標値
（R6）

KPI

健康寿命　男性
　　　　　女性

79.19歳
84.11歳

79.50歳
84.39歳

79.29歳
84.63歳

基本目標５　誰もが活躍し、安心して暮らすことができる時代に合った共生型地域社会づくり

基本方針 講ずべき施策に関する基本的な方向 具　体　的　な　施　策　（新_第2期）

○定住自立圏による地域間連携の推進

○その他の広域連携の推進

救急搬送疾病程度軽傷割合

365日

36.20%

5年後も
365日
を堅持

35.00%

公共施設相互利用者数
1,834人/

年
（延べ）

2,200人/年
（延べ）

2,463人/年
（延べ）

365日

31.02%

救急医療体制の対応日数

　広域連携によって、より
効率的かつ効果的な行政運
営を目指し、広域的な取り
組みを検討し、進めます。

【4-1】定住自立圏等の地域間連携の推進

　定住自立圏共生ビジョンに基
づき、消防組合、河川環境、し
尿処理など大空町との共同事業
に取り組みます。
　また、観光客の誘客対策、2
次救急医療体制の維持など定住
自立圏の枠を超えた地域間連携
の取り組みも進めていきます。

　道内７空港一括民営化の開始を受け空港運営受託者や女満別空港を拠点とする近隣エリアとの
連携のもと、航空ネットワークの拡大を目指します。
　また、医師会との連携による広域圏での2次救急医療体制の維持、脳血管疾患の医療体制など
地域医療を確保します。

　網走市と大空町の定住自立圏協定に基づき、消防組合、河川環境、観光、し尿処理などの連携
並びに子育て施設、社会教育施設等の相互利用などに取り組み、圏域内における住民の利便性向
上を促進します。

【4】地域間連携施策の推進
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